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事業評価書（事前・事後）

平成１４年９月

評価対象 事務事業名 最先端科学を活用したがん等の生活習慣病予防研究経費（仮（ ）

称）

担当部局・課 主管課 健康局総務課生活習慣病対策室

関係課 大臣官房厚生科学課

１．事務事業の内容

( ) 関連する政策体系の施策目標1
番号

基本目標 １１ 国民生活の向上に関わる科学技術の振興を図ること

施策目標 ２ 研究を支援する体制を整備すること

Ⅰ 厚生科学研究費補助金の適正かつ効果的な配分を確保すること

( ) 事務事業の概要2
事業内容（新規・一部新規）

がん等の国民的な生活習慣病の発症を低減させるため、適切な時期に最小限の予防

策により最大の予防を効果を享受すること（リスクリダクション分野 、超早期に生）

活習慣病を発見し最小限の治療による治癒を目指すこと（超早期発見分野）といった

分野おいて、最先端の科学の活用や産学協同の研究体制を構築し、医学のみならず、

工学、化学を含めた学際的な研究者を得た総合的研究を行う。

予算額 （単位：百万円）

Ｈ１１ Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５

１，６０６ ４，７００

( ) 問題分析3
①現状分析

がん、心臓病、脳卒中という代表的な生活習慣病は、我が国の３大死因を形成し、

死因の６割、医療費の３割を占める。

②原因分析

がん等のいわゆる生活習慣病の発生の予防に重点を置き、国民の食生活や身体活動

等の日常の生活習慣の改善への取組を支援する必要がある。

③問題点

新世紀における健やかな国民生活の実現を図るために、生涯にわたる国民の健康づ

くり・疾病予防の取組を積極的に支援していくことが求められており、そのための法



的基盤である「健康増進法」の制定と科学的基盤である「戦略的ヘルスプロモーショ

ン研究事業」の創設により、両者があいまって、産学官一体となった支援のもとに科

学的根拠に基づく国家的な健康づくり運動を展開する必要がある。

④事務事業の必要性

欧米においても生活習慣病の１次・２次予防に関する研究は、国民の健康増進、ま

たその結果として医療費の減少が見込まれることから、国の関与のもとに実施されて

いるように、国民の健康づくりへの自主的な取り組みを支援するため、当該研究は国

が関与して行うべきであり、健康増進法においても、健康増進に関する研究の推進は

国の責務として規定されている。

( ) 事務事業の目標4
目標達成年度（又は政策効果発現時期）

アウトプット指標 Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ 目標値基準値/
研究課題採択数

（説明）実際に採択された課題の数をア （モニタリングの方法）

ウトプット指標とする。なお、採択課題

数が多いほど、行政上適切であるとは限

らない。また、研究成果については、事

後評価委員会を設置し、専門家及び行政

官による事後評価を行う。

２．評 価

( ) 必要性1
その他公益性の有無（主に官民の役割分担の観点から） 有 無

（理由）保健医療福祉に係る効果的・効率的な地域保健サービスの提供や職域保健あ

るいは学校保健との連携、保健関連職種の人材確保や資質向上に関する研究、安全な

生活環境の確保に関する研究及び水循環に関する基礎及び応用研究を実施し、その成

果が健やかでゆとりのある長寿科学の基礎となる環境の整備に資するとともに、国民

の健康に関するＱＯＬの向上に資する。

その他国で行う必要性の有無（主に国と地方の役割分担の観点から） 有 無

（理由）国民の健康づくりへの自主的な取り組みを支援するため、当該研究は国が関

与して行うべきであり、健康増進法においても、健康増進に関する研究の推進は国の

責務として規定されている。欧米においても生活習慣病の１次・２次予防に関する研

究は、国民の健康増進、またその結果として医療費の減少が見込まれることから、国

の関与のもとに実施されている。

民営化や外部委託の可否 可 否

（理由）本事業は、行政上必要な研究課題について公募を行い、採択課題に対し補助

金を交付し、その研究成果を施策に反映させることを想定しているものである。従っ

て、本事業そのものを民営化、外部委託することは困難であるが、事務的な手続きを



外部に委託することは可能である。また、補助金を受けた研究者が、調査や資料の解

析を外部に委託することは現状でも行っている。

緊要性の有無 有 無

（理由）がん等の生活習慣病に対し、ゲノム・タンパク質科学等の最先端科学を活用

し 「リスクリダクション（１次予防 」分野の研究による疾病自体の発生を減少させ、 ）

るとともに 「早期発見（２次予防 」分野の研究による検診技術の開発を行い、疾病、 ）

の兆候を早期に発見し、予防的治療につなげる。さらに、これらの成果を速やかに国

民に対し、情報として還元し、行動変容につなげるための、プログラム開発等の研究

を行う。これにより、科学的根拠に基づいた（ ）国民的な健康づくりEvidence-based
運動が計画的に推進され、我が国におけるがん等の生活習慣病の減少の促進が図られ

ることとなる。

( ) 有効性2
政策効果が発現する経路

がん等の生活習慣病の予防、超早期発見

↓

国民の生活習慣改善を支援するプログラムの開発

生体異常の検出技術画像技術等の開発等

↓

環境、遺伝因子に基づく、がん等の生活習慣病の多面的予防

がん等の生活習慣病の超早期発見と最小限の治療による治癒

↓

がん等の生活習慣病の減少、健康寿命の延伸、生涯にわたる生活の質（ＱＯＬ）の向

上

これまで達成された効果、今後見込まれる効果

がん等の生活習慣病等の予防技術、早期発見のための検診技術等の研究を行うこと

で、がん等の生活習慣病の発生が減少し、また、ごく早期の段階で、最小限の治療に

よる治癒が期待できることになる。

政策の有効性の評価に特に留意が必要な事項

( ) 効率性3
手段の適正性

がん、心臓病、脳卒中という代表的な生活習慣病は、我が国の３大死因を形成し、

死因の６割、医療費の３割を占める。これらの生活習慣病を減少させることは、国民

の生活の質（ＱＯＬ）の向上や、また、結果的には医療費の減少等も見込まれること

から、研究費を投入するのに十分見合うものと考えられる。

効果と費用との関係に関する分析

国民の健康づくりの増進が図られることによって、医療費の３割を占めているがん



等の生活習慣病の減少が期待される。具体的には、心臓病の減少（男性約 、女25%
）、 （ 、 ） 、 （ ）性約 ％ 脳卒中の減少 男性約 女性約 ％ および 糖尿病の減少 約15 30% 15 7%

が見込まれる。

他の類似施策（他省庁分を含む）がある場合の重複の有無 有 無

（有の場合の整理の考え方）

( ) その他4
なし

３．特記事項

①学識経験を有する者の知見の活用に関する事項

なし

②各種政府決定との関係及び遵守状況

なし

③総務省による行政評価・監視等の状況

なし

④国会による決議等の状況（警告決議、付帯決議等）

なし

⑤会計検査院による指摘

なし


